
　　　　　　　　　　［８月３１日からの１週間の展望］
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　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 24 日～ 8 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  158.87   159.56(28)    158.56(24)    159.46   +0.51

ユーロ・ドル  1.1677   1.1687(24)    1.1637(27)    1.1644   -0.0035

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    66,405.56     +389.20     日本10年債利回り   2.937   +0.049

ダウ平均株価    53,569.44     +292.43     米10年債利回り     4.676   -0.058

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３１日　日本７月小売業販売額

　　　　日本７月鉱工業生産指数速報値

　　　　中国８月製造業ＰＭＩ

　　　　独８月消費者物価指数速報値

　　　　※２０カ国・地域（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議（１日まで）

１日　　豪第２四半期経常収支

　　　　豪７月住宅建設許可件数

　　　　中国８月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ

　　　　スイス７月小売売上高

　　　　独８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月消費者物価指数速報値、ユーロ圏７月雇用統計

　　　　米８月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米８月ＩＳＭ製造業景況指数

　　　　米７月建設支出

２日　　豪第２四半期ＧＤＰ

　　　　高田日銀審議委員講演

　　　　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　米８月ＡＤＰ雇用統計

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　米７月製造業受注

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

３日　　豪７月貿易収支

　　　　スイス８月消費者物価指数

　　　　スイス第２四半期ＧＤＰ

　　　　独８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏７月生産者物価指数

　　　　米７月貿易収支

　　　　カナダ７月貿易収支

　　　　米第２四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米８月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米８月ＩＳＭ非製造業景況指数

４日　　日本７月勤労者世帯家計調査

　　　　独７月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏７月小売売上高
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　　　　米８月雇用統計

　　　　カナダ８月雇用統計

　　　　カナダ８月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】中東情勢の不透明感による原油高はドルの下支え要因となりそう。

一方で、米財務省の国債買い入れ増額報道による米長期金利の低下はドルの売り圧力と

なりそう。日銀の早期利上げ観測が徐々に高まる中、ドル円は１５８～１５９円台で推

移してきた。１６０円接近では介入警戒感もあり、上値を抑えられやすい動きを見せて

おり、ドル円は引き続き高値圏でのもみ合いの動きが続くとした。

　　　　

【ウォーシュ議長の講演待ちでドル円はもみ合い】

　２７～２９日にカンザスシティ連銀主催の経済シンポジウム、通称「ジャクソンホー

ル会議」が開催される。日本時間の２８日午後１１時からは、米連邦準備制度理事会

（ＦＲＢ）のウォーシュ議長による基調講演が予定されている。

　　

　市場では８月２４日以降の相場において、この講演を控えて様子見ムードが強まっ

た。積極的なポジションが取りづらい中、ドル円は１５８～１５９円台での推移が続い

た。ドルは底堅い地合いを保っており、２５日以降はおおむね１５９円台でのもみ合い

となっている。

　　

　２６日のＮＹ市場では７月の米個人消費支出（ＰＣＥ）物価指数が前年比＋３．７％

となり、市場予想の＋３．６％を上回った。インフレの高止まりが意識される中、米長

期金利が上昇してドル買いの動きにつながった。ドル円は１５９．４５近辺まで上値を

伸ばした。

　　

　もっとも１５９円台半ばまで上昇する場面は見られたものの、１６０円が視野に入る

とドル売り円買い介入への警戒感から上値を伸ばしにくい展開が続いている。

　　

【８月３１日の週は米雇用統計ウィーク】

　８月３１日～９月４日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、３１日の日

本７月小売業販売額、日本７月鉱工業生産指数速報値、９月１日の米８月製造業ＰＭＩ

確報値、米８月ＩＳＭ製造業景況指数、米７月建設支出、２日の米８月ＡＤＰ雇用統

計、米７月製造業受注、米地区連銀経済報告（ベージュブック）、３日の米７月貿易収

支、米第２四半期非農業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数、米８月サービ

ス業ＰＭＩ確報値、米８月ＩＳＭ非製造業景況指数、４日の日本７月勤労者世帯家計調

査、米８月雇用統計などがある。

　　

　主な経済指標の事前予想と前回値は次の通り。まず、１日の米８月ＩＳＭ製造業景況

指数は５５．４（前回５５．６）、米７月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数は７３

０．０万人（前回７３５．９万人）の見込み。２日の米８月ＡＤＰ雇用統計は３．９万

人増（前回４．４万人増）、３日の米８月ＩＳＭ非製造業景況指数は５４．３（前回５

４．１）と予想されている。そして最も注目される４日の米８月雇用統計は、非農業部

門雇用者数が６．０万人増（前回２．３万人減）、失業率は４．２％（前回４．１％）

の見通しとなっている。

　　

　ウォーシュＦＲＢ議長はフォワードガイダンス（将来の金融政策指針）を廃止するな

ど、市場との積極的なコミュニケーションにやや慎重な姿勢を見せている。こうした

中、今回の講演でウォーシュ氏が今後の金融政策を積極的に開示するような見解を示す

とは期待しにくい。

　　

　為替市場ではドルは底堅い動きを見せる一方で、円は緩やかながら売られやすい地合

いが続いている。８月３１日以降の米経済指標は総じて堅調な結果が予想され、極端な

悪化を示す可能性は低いとみられる。こうした中、緩やかなドル買い円売りの地合いは

続きやすいと見込まれる。ただ、１６０円接近では介入警戒感が上値を抑えるとみら

れ、ドル円は高値圏でのもみ合いが続くとみられる。目先の予想レンジは１５６．００

～１６０．５０円。

　　

【ユーロドルは高値圏でもみ合いか】

　ユーロ圏やドイツでは消費者物価指数速報値や製造業やサービス業のＰＭＩ（購買担



当者景気指数）確報値の発表がある。ユーロドルはこうした指標やドルの動向に左右さ

れやすい展開が予想される。

　　

　ユーロドルは１．１７ドル台に乗せた後は伸び悩みを見せている。ドルの堅調な地合

いがユーロドルの上値を抑える要因となっている。高値から調整しているものの、大き

な崩れはなく、底堅い動きが見込まれる。ただ、積極的に上値を伸ばす勢いにも欠けて

おり、高値圏で一進一退の推移を続けるとみられる。目先の予想レンジは１．１５５０

～１．１８００ドル。

　　

　ポンドドルは８月２１日に１．３６７０ドル台まで上昇したものの、その後は軟調な

動きに転じている。５日移動平均線を割り込み、１．３５ドル台まで下落している。こ

れまで続いた上昇の反動から、足元は上値の重い展開が見込まれる。目先の予想レンジ

は１．３４００～１．３７００ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、まず８月３１日の中国８月製造業Ｐ

ＭＩや独８月消費者物価指数速報値が発表される。９月１日には豪第２四半期経常収

支、豪７月住宅建設許可件数、中国８月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ、独８月製造

業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏８月製造業ＰＭＩ確報値、英８月製造業ＰＭＩ確報値、ユー

ロ圏８月消費者物価指数速報値やユーロ圏７月雇用統計などがある。

　　

　２日には豪第２四半期ＧＤＰ、ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、カナダ銀行（Ｂ

ＯＣ）政策金利が予定されている。３日には豪７月貿易収支、スイス８月消費者物価指

数やスイス第２四半期ＧＤＰ、独・ユーロ圏・英の８月サービス業ＰＭＩ確報値、ユー

ロ圏７月生産者物価指数、４日の独７月製造業受注指数、ユーロ圏７月小売売上高など

の発表が予定されている。
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